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1. 概覧
1.1. 地理空間データ製品仕様書の作成情報
・題名：○○市水準測量製品仕様書（表紙と同じものを記入）
・日付：20XX-07-01（本製品仕様書の作成年月日。表紙と同じものを記入）
・作成者：○○市○○部○○課（測量計画機関の担当部署名。表紙と同じものを記入）
・言語：日本語
・分野：道路計画（都市計画、河川計画、土地改良など測量分野名を記入）
・文書書式：PDF
1.2. 目的
[bookmark: _Hlk194655835]本製品仕様書に基づく地理空間データは、市道○○線道路工事に伴い水準点を設置することを目的とする。（簡潔な記述でよい）
1.3. 空間範囲
○○市（○○地区などでもよい）

	空間範囲は、①地理的記述（○○市）の他に、②地理境界ボックス（範囲を緯度経度で矩形表現）や③座標境界ボックス（範囲をXY座標で矩形表現）することも可能。
②の場合　地理要素：地理境界ボックス　範囲参照系：JGD2024/(B,L)
　　　　　東側境界経度：139.0000　西側境界経度：140.0000
　　　　　南側境界緯度：36.0000　北側境界緯度：37.0000　（表記はDD.MMSSとする）
③の場合　地理要素：座標境界ボックス　範囲参照系：JGD2024/9(X,Y)
　　　　　東側境界経度：14835　西側境界経度：-75130
　　　　　南側境界緯度：320　北側境界緯度：110975　（単位はｍとする）


1.4. 時間範囲
期間の始まり：20XX-09-01	　期間の終わり：20XX-12-20
（作業期間を記入。業務の委託期間でよい。）
1.5. 引用規格
・測量法
・○○市公共測量作業規程（作業に使用する規程等を記入）
・地理情報標準プロファイル（JPGIS）2014
・測量成果電子納品要領　令和X年X月版
（準拠する規程類を適宜記載）
1.6. 用語と定義
地理情報標準プロファイル(JPGIS)　附属書5（規定）定義
1.7. 略語
特になし（説明する必要があれば記入）
2. 適用範囲
2.1. 適用範囲識別
○○市水準測量製品仕様書適用範囲（1.1. の題名に合わせる）
2.2. 階層レベル
データ集合（通常はデータ集合）
3. データ製品識別
3.1. 地理空間データ製品の名称
公共水準点データ（地理空間データの名称）
3.2. 日付
20XX-12-20 （データ作成年月日を記入。1.4.の期間の終わりに合わせる）
3.3. 問合せ先
○○市○○部○○課　TEL　0000-00-0000　FAX　0000-00-0000
（測量計画機関の担当部署名。表紙と同じものを記入）
3.4. 地理記述
○○市（1.3.空間範囲と同じものを記入）



4. データ内容及び構造
4.1. 応用スキーマUMLクラス図

公共基準点データ応用スキーマパッケージ図

JPGISパッケージ

水準点パッケージ





公共水準点データ応用スキーマクラス図
《Feature》
公共水準点

地点［1］：GM_point
助言番号［1］：CharacterString
点番号［1］：CharacterString
点名称［0..1］：CharacterString
緯度［0..1］：CharacterString
経度［0..1］：CharacterString
X座標［0..1］：Real
Y座標［0..1］：Real
座標系［0..1］：Integer
標高［1］：Real
等級［1］：等級















３級 23
《CodeList》
等級








応用スキーマ文書

水準点パッケージ（gcp）

定義
水準点で構成するパッケージ

対象地物
公共水準点

注意事項

公共水準点（pbm）
定義
公共測量によって設置した公共水準点

上位クラス： 

抽象／具象区分： 具象地物

属性
地点 [1] ：GM_Point
公共水準点は点データとして定義する。
＜取得基準＞
公共水準点
助言番号 [1] ：CharacterString
国土地理院長から得た公共測量の助言番号
＜取得基準＞
助言書から転写する
＜定義域＞
Ryy#****
（R　R　令和　yy　01～99　和暦（令和yy年）　#　A～K　担当部署名
****　0000～9999助言番号）
（測量法第36条に伴い、国土地理院長から技術的助言を受けた際の「助言書」に記載している助言番号を記載　#は、国土地理院の以下の担当部署を示す。A北海道地方測量部　B東北　C関東　D北陸　E中部　F近畿　G中国　H四国　I九州　J沖縄）
点番号 [1] ：CharacterString
水準点の番号
＜取得基準＞
成果表から転写
＜定義域＞
11桁以内を標準とする
点名称 [0..1] ：CharacterString
水準点名称
＜取得基準＞
成果表から転写
＜定義域＞
40バイト以内を標準とする
緯度 [1] ：CharacterString
JGD2024（GRS80楕円体）における水準点の緯度。
JGD2024は、平成23年10月21日時点の測量法施行令（昭和24年政令第322号）第2条及び第3条を典拠とする。
＜取得基準＞
DD.MMSSSSSSの表示。　北緯は＋表示（省略）。
秒以下４桁まで表記とする。
＜定義域＞
○○市　-180.00000000～180.00000000
（ここでは数学的に定義できる可能範囲を示した。日本の場合　122.56000000～154.00000000と定義することも可能。茨城県の場合　139.410000～140.510000と定義することも可能。DDD.MMSSSSSS表示(60進法)のため、型はCharacterStringとする）
経度 [1] ：CharacterString
JGD2024（GRS80楕円体）における水準点の経度。
JGD2024は、平成23年10月21日時点の測量法施行令（昭和24年政令第322号）第2条及び第3条を典拠とする。
＜取得基準＞
DDD.MMSSSSSSの表示。　東経は＋表示（省略）。
秒以下４桁まで表記とする。
＜定義域＞
○○市　-180.00000000～180.00000000
（ここでは数学的に定義できる可能範囲を示した。日本の場合　122.56000000～154.00000000と定義することも可能。茨城県の場合　139.410000～140.510000と定義することも可能。DDD.MMSSSSSS表示(60進法)のため、型はCharacterStringとする）
X座標 [1] ：Real
座標系原点において子午線（南北方向）に一致する軸とし、真北に向う値を正（＋）とする
＜取得基準＞
原点からの距離をｍ単位で表記
ｍ以下３桁までの表示とする
＜定義域＞
○○市　-20000000.000～20000000.000
（ここでは数学的に定義できる可能範囲を示した。茨城県の場合　-28000.000～740000.000と定義することも可能）
Y座標 [1] ：Real
座標系原点において座標系のＸ軸に直交する軸とし、真東に向う値を正（+）とする
＜取得基準＞
原点からの距離をｍ単位で表記
ｍ以下３桁までの表示とする
＜定義域＞
○○市　-130000.000～130000.000
（ここでは数学的に定義できる可能範囲を示した。茨城県の場合　-16000.000～92000.000と定義することも可能）
座標系 [1] ：Integer
平成14年国土交通省告示第９号により定義された座標系
ガウス・クリューゲルの等角投影法により、平面上に投影した座標系
＜取得基準＞
平成14年国土交通省告示第９号による
＜定義域＞
1～19
（ここでは数学的に定義できる可能範囲を示した。茨城県○○市であれば、Ⅸ系なので9のみと指定することも可能。平面直角座標X、Yを記載の場合は、必ずこの項目は記載すること）
標高 [1] ：Real
東京湾平均海面を基準に公共基準点までの高さ
＜取得基準＞
[bookmark: _Hlk194659562]ｍ表示　ｍ以下４桁まで表示する。成果がｍ以下３桁までの場合は最後に0 を付ける。
＜定義域＞
-1000.000～3800.000
（本土では、東京湾平均海面（参照識別子:TP）であるが、離島により基準面が異なるので注意が必要。また河川工事水面を使う場合は、淀川（OP）などもある）
等級 [1] ：等級
公共基準点の等級
＜定義域＞
等級コードリストで定義された範囲
（コードリストから選択する）

関連役割

等級（class）
定義
等級

コードリスト値
23:３級　
（コードリストの番号は測量成果電子納品要領国土交通省令和6年版の付属資料3成果表数値フォーマット1水準測量成果表数値フォーマットから転用している）




5. 参照系
5.1. 空間参照系
参照系識別子：JGD2024，TP  / ○(X, Y), H　 JGD2024は、平成23年10月21日時点の測量法施行令（昭和24年政令第322号）第2条及び第3条を典拠とする。
（〇には座標系番号を記載する。通常はJGD2024/平面直角座標系（X,Y）またはJGD2024/（B,L）と、標高Hを用いる。また、標高の基準面（平均海面等）を定義する。東京湾平均海面の場合はTPもしくは省略可）
5.2. 時間参照系
参照系識別子：GC / JST
（通常はGC（西暦）/JST（日本標準時）を用いる。和暦の場合はJC、協定世界時の場合はUTC）

6. データ品質

完全性・過剰

	データ品質適用範囲
	公共水準点データ

	データ品質評価尺度
	公共水準点データ数と設置した公共水準点数を比較し、過剰又は重複取得データの有無を評価する。

	データ品質評価手法
	（検査プログラム又は目視による全数検査）
1. 公共水準点データ数を数える。
2. 設置した公共水準点の数を、成果表等の資料から数える。
3.1.から2.を減じた値を求める。

	適合品質水準
	データ品質評価手法に基づいて求めた値が0なら合格、0以外なら不合格。



（水準測量の完全性・過剰は、例えば、3級水準点10点設置であれば、当然成果も3級水準点10点作成の必要があり、11点作成といった過剰はありえない。よって、エラー数は0とすることを標準とする）

完全性・漏れ

	データ品質適用範囲
	公共水準点データ

	データ品質評価尺度
	公共水準点データ数と設置した公共水準点数を比較し、取得漏れデータの有無を評価する。

	データ品質評価手法
	（検査プログラム又は目視による全数検査）
1.公共水準点データ数を数える。
2. 設置した公共水準点の数を、成果表等の資料から数える。
3.2.から1.を減じた値を求める。

	適合品質水準
	データ品質評価手法に基づいて求めた値が0なら合格、0以外なら不合格。



（水準測量の完全性・漏れは、例えば、3級水準点10点設置であれば、当然成果も3級水準点10点作成の必要があり、9点作成といった漏れはありえない。よって、エラー数は0とすることを標準とする）

論理一貫性・書式一貫性

	データ品質適用範囲
	公共水準点データ

	データ品質評価尺度
	公共水準点データの配布形式（データフォーマット）が、規定された形式に適合しているか評価する。

	データ品質評価手法
	（検査プログラム又は目視による全数検査）
公共水準点データ（データ集合）のうち、規定された配布形式（データフォーマット）に適合していない箇所を数える。

	適合品質水準
	データ品質評価手法に基づいて数えた不適合箇所数が0なら合格、0以外なら不合格。



（水準測量の論理一貫性・書式一貫性は、成果品（成果数値データ）が、規則に従った様式で記載しているか確認することにある。ここでいう規則は、測量成果電子納品要領　国土交通省の成果数値データファイル様式と比較することを標準とする。成果数値データが様式どおりの記載でない場合は、後続作業に影響を及ぼし、成果有効利用に支障をきたすため誤りは認められない。よって、エラー数は0とすることを標準とする）


論理一貫性・概念一貫性

	データ品質適用範囲
	公共水準点データ

	データ品質評価尺度
	公共水準点データのデータ型が、応用スキーマで規定された型に適合しているか評価する。

	データ品質評価手法
	（検査プログラム又は目視による全数検査）
公共水準点データ（データ集合）のうち、応用スキーマで規定されたデータ型に適合していない箇所を数える。

	適合品質水準
	データ品質評価手法に基づいて数えた不適合箇所数が0なら合格、0以外なら不合格。



（水準測量の論理一貫性・概念一貫性は、成果品（成果数値データ）が、製品仕様書の応用スキーマクラス図及び応用スキーマ文書に従った記載しているか確認することにある。ここでは、応用スキーマクラス図及び応用スキーマ文書に従った記載方法でなければ、後続作業に影響を及ぼし、成果有効利用に支障をきたすため誤りは認められない。よって、エラー数は0とすることを標準とする）

論理一貫性・定義域一貫性

	データ品質適用範囲
	公共水準点データ

	データ品質評価尺度
	公共水準点データの内容が、応用スキーマ文書で規定された定義域内であるか評価する。

	データ品質評価手法
	（検査プログラム又は目視による全数検査）
公共水準点データ（データ集合）のうち、応用スキーマ文書の定義域に含まれていない箇所を数える。

	適合品質水準
	データ品質評価手法に基づいて数えた不適合箇所数が0なら合格、0以外なら不合格。



（水準測量の論理一貫性・定義域一貫性は、成果品（成果数値データ）が、製品仕様書に記載された各属性の定義域内に存在するか確認することにある。定義域内に存在しない場合には、後続作業に影響を及ぼし、成果有効利用に支障をきたすため誤りは認められない。よって、エラー数は0とすることを標準とする）

位置正確度・相対正確度

	データ品質適用範囲
	公共水準点

	データ品質評価尺度
	1 点検計算、②平均計算の結果が、規定された許容範囲内であるか評価する。

	データ品質評価手法
	（全数検査）
作業規程に基づき、①点検計算、②平均計算を実施する。

	適合品質水準
	1 点検計算、②平均計算の結果が、以下の範囲内なら合格、それ以外なら不合格。

1 点検計算
	区　　分
	許容範囲

	基線ベクトルの
較差
	水平（ΔN、ΔE）
	20㎜

	
	高さ（ΔU）
	40㎜

	既知点間の楕円体高の閉合差
	15mm




④平均計算
・平均計算の許容範囲
	区　　分
	許容範囲

	斜距離の残差
	30mm



ΔN：水平面の南北成分の較差
ΔE：水平面の東西成分の較差
ΔU：高さ成分の較差
ΣS：路線長（km単位）




（水準測量の位置正確度・相対正確度は、最重要項目である。成果品（成果数値データ）が、作業規程における点検計算、平均計算の許容範囲内にあるか確認する。適合品質水準は、作業規程に記載の許容範囲を標準とする）

主題正確度・非定量的主題属性の正しさ

	データ品質適用範囲
	公共水準点データ

	データ品質評価尺度
	公共水準点データの属性が、応用スキーマの規定どおりに入力されているか評価する。

	データ品質評価手法
	（検査プログラム又は目視による全数検査）
公共水準点データ（データ集合）のうち、応用スキーマの規定どおりに属性が入力されていない箇所を数える。

	適合品質水準
	データ品質評価手法に基づいて数えた不適合箇所数が0なら合格、0以外なら不合格。



（水準測量の主題正確度・非定量的主題属性の正しさは、成果品（成果数値データ）の属性が、製品仕様書に記載された公共水準点の属性と比較し誤りがないことか確認することにある。例えば、成果品の属性でX座標と記載するところを緯度で記載してあるのは分類が誤りと判定する。成果品（成果数値データ）が、定義された属性と異なる場合には、後続作業に影響を及ぼし、成果有効利用に支障をきたすため誤りは認められない。よって、エラー数は0とすることを標準とする）

7. データ製品配布
7.1. 書式名称
｢測量成果電子納品要領｣を用いる。
（GML形式のデータを作成する場合は、｢地理情報標準プロファイル(JPGIS)　附属書12（規定）地理マーク付け言語（GML）｣を用いることを記述する）
7.2. 符号化仕様
[bookmark: _Hlk194050326]｢測量成果電子納品要領｣付属資料3成果表数値フォーマットを用いる。
（GML形式のデータを作成する場合は、｢地理情報標準プロファイル(JPGIS)　附属書12（規定）地理マーク付け言語（GML）｣フォーマットを用いる）

· 　｢測量成果電子納品要領｣タグ名対応表　パッケージ名称：水準点パッケージ
	クラス名
	属性・関連役割名
	タグ名

	公共水準点
	Public Bench Mark
	pbm

	
	助言番号  advice number
	advNo

	
	路線番号  route number
	routeNo

	
	自水準点番号  start pbm number
	SpbmNo

	
	至水準点番号  end pbm number
	EpbmNo

	
	自地区名  start area name
	Sareaname

	
	至地区名  end area name
	Eareaname

	
	観測者  observer
	observer

	
	測器名称  level name
	levelName

	
	測器番号  level number
	levelNo

	
	標尺名称  staff name
	staffName

	
	標尺番号　staff number
	staffNo

	
	膨張係数　expansion coefficient
	expacoef

	
	標尺定数  staff constant
	stafcons

	
	水準点番号１  pbm number1
	pbmNo1

	
	水準点番号２  pbm number2
	pbmNo2

	
	距離  distance
	dist

	
	往復観測数  amount of observation
	obsamo

	
	水準差１ level difference1
	dif1

	
	水準差２ level difference2
	dif2

	
	温度  temperature
	temp

	
	標尺補正数  staff correction
	staffcorr

	
	観測高低差  
observation difference
	obsdif

	
	観測月日  observation date
	obsDay

	
	正標高補正数 gravity reduction
	gravredu

	
	変動補正数  
fluctuation correction
	fluccorr

	
	観測高低差結果
final observation difference
	finobsdif

	
	水準点番号　pbm number
	pbmNo

	
	観測標高  observation altitude
	obsalti

	
	楕円補正  correction
	orthcorr

	
	単路線閉合差補正
error of closure correction
	closcorr

	
	結果  result
	resu

	
	与点求点の別  given-unknown
	giv-unk

	
	備考  remarks
	rema

	
	距離小計  distance subtotal
	distsubt

	
	距離累計  distance total
	disttota

	
	点番号  pbm number
	pbmNo

	
	点名称  pbm name
	pbmname

	
	緯度  latitude
	B

	
	経度  longitude
	L

	
	X座標　X
	X

	
	Y座標　Y
	Y

	
	座標系　coordinate sysytem
	cooSys

	
	標高　altitude
	alti

	
	等級　class
	class

	与点求点の別
	
	giv-unk

	等級
	
	class


（タグ名は、各測量計画機関で定義付けをすることは可能であるが、将来的に空間データの流通等を勘案した場合には、標準的な定義に沿って記載されることが望ましく、上記表のタグ名を推奨します）

7.3. 文字集合
UTF-8（測量計画機関が定める）
7.4. 言語
日本語
7.5. 配布単位
地物単位
7.6. 配布媒体名
CD-R（測量計画機関が定める）
8. メタデータ
8.1. メタデータの形式
JMP2.0に基づいて作成する。
8.2. 記載項目
以下の７項目について記載を必須とする。
・データの要約・作業名・助言番号・納品日・データ範囲・計画機関名・電話番号
8.3. 作成単位
作業単位
9. その他
特になし（必要があれば記入。中間成果の作成方法・品質などを規定してもよい）
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